
令和２年（ネ）第７６号　安保法制違憲・国賠請求控訴事件

安保法制違憲国賠訴訟控訴審第４回期日

報 告 集 会 プ ロ グ ラ ム

2021 年 10 月 1 日（金）13:30 ～ 16:00

裁　判　の　報　告 	 代理人弁護士　福　田　　護
	 代理人弁護士　棚　橋　桂　介

	 代理人弁護士　杉　浦　ひとみ
	 代理人弁護士　古川（こがわ）健三
	 代理人弁護士　伊　藤　　真
	 原　　　　告　土　田　黎　子
	 原　　　　告　新　倉　裕　史

＜経過＞
１０：００～　裁判所前アピール行動　＊中止
１０：３０～　第４回口頭弁論　１０１号法廷	 開廷
１２：００～　記者会見
１３：３０～　報告集会
１５：００～　原告集会

※これからの裁判（東京の裁判所）
２０２１年
群馬控訴審　　　　第２回期日１０月２６日 ( 火 )15：00 【817 号法廷】
山梨控訴審　　　　第 1 回期日１１月　５日 ( 金） 詳細未定
差止訴訟控訴審裁判第３回期日１１月３０日 ( 火 )14：00　【101 号法廷】

* 元内閣法制局長官宮﨑礼壹氏証人尋問

国賠訴訟控訴審裁判 第５回期日１２月１０日 ( 金 ) 11：00　【101 号法廷】
* ジャーナリスト　半田滋氏証人尋問

２０２２年
女の会　　　　　第１６回期日１月２８日 ( 金 ) 14：30【103 号法廷】
国賠訴訟控訴審裁判 第６回期日２月　４日 ( 金 ) 14：00【101 号法廷】* 結審
差止訴訟控訴審裁判第４回期日２月２２日 ( 火 ) 14：00【101 号法廷】
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原判決の基本的問題点と、関連する控訴理由について

控訴人ら訴訟代理人　弁護士　福　田　護　

１　新安保法制で何が変わったのか、 私たちはどこにい

るのか

（１）新安保法制以前、日本は自分の国土が攻められなけ
れば、戦争（武力の行使）をすることができませんで
した。それが、新安保法制により、他国が攻められた
場合でも戦争に参加することができるようになりまし
た。そのほかにも新安保法制は、様々な戦争へのチャ
ンネルを「シームレスに」用意しました。

これによって日本において、戦争への機会と危険が法
構造的に、したがって客観的に、拡大しました。これは、
日本国憲法の平和主義原理の根幹にかかわる法構造で
す。私たちは、その法構造の変更が違憲ではないかを
本件で問うています。

（２）６年前の２０１５年９月１９日未明、ほとんどの憲
法学者が違憲だと批判し、国会周辺を市民が連日包囲
するなかで、新安保法制法は強行採決されました。そ
の前の参議院平和安全法制特別委員会では、委員長不
信任案が否決されて委員長が席に戻った途端、他の委
員会の与党議員がなだれ込んで委員長を取り囲み、「人
間カマクラ」を作って防衛し、強行採決をさせまいと
する野党議員を跳ね返すなどの実力を行使することに
より、速記には「議場騒然、聴取不能」としか記録さ
れない異様な状況のなかで、「採決」が行われたものと
されました。その状況は、裁判官におかれても、憶え
ておいでではないでしょうか。

このできごとは、国のかたちを変えてしまうほど、こ
の国にとって大きな選択でした。その選択が、憲法上
誤りではなかったかが、本件で問われています。

（３）戦争の機会を拡大した法律が通ってしまった現在、
大部分の国民は、自分で戦争を回避し、平和を確保す
る手だてを持ちません。たとえばアメリカの戦争に日
本が参戦するかしないかは、ときの政治の判断に委ね
られてしまいます。

近年のうちに日本が戦争に巻き込まれるかどうかは
ともかくとしても、５年後、１０年後に日本が戦争に
巻き込まれてしまっていないか、子や孫の時代に日本
は生き残れるのか、私は本当に心配です。

中国や台湾、北朝鮮は、日本の目と鼻の先です。与那
国島と台湾とはわずか１１０キロメートル、東京と宇
都宮の距離にすぎません。これらの国とアメリカとの
間に何か武力紛争が生じた場合に、日本がその武力紛
争や戦争に参加すれば、真っ先に壊滅的打撃を受ける
のは日本の国土にほかなりません。

（４）極東での国家間対立において、日本は、戦争に突入
するのを防ぐしか、生き残る途はないと思われます。
新安保法制前、日本には憲法９条の防波堤がありまし
た。憲法９条のブレーキがかかっていました。今私た
ちは、このブレーキをなくしてしまいました。

このブレーキをもう一度かけられるようにできるの
は、まさに司法を措いてほかにありません。だから私
たちには司法の力が必要です。日本の将来を左右する
この私たちの問いかけに、司法は正面から取り組んで
ほしいと、心から訴えます。子や孫や、家族とその中
の自分のために。そしてそこには、裁判官ご自身も含
まれます。本件の問題は、裁判官にとっても、人ごと

ではないはずです。
この国が過ちを犯さないために、憲法の番人としての

司法には、この問題に真正面から真摯に取り組む責務が
あると思います。

２　原判決の基本的問題点

（１）ところが本件の原判決はどうでしょうか。まじめに
この事件に取り組んだものとは到底思われません。控訴
理由書（第３）で指摘したように、原判決は、新安保法
制法という法律の内容自体についての誤解に満ちていま
す。たとえば、集団的自衛権の行使と武器等防護をごっ
ちゃにしています。武力の行使と武器の使用を区別でき
ていません。駆け付け警護の説明として、あろうことか
政府文書の宿営地共同防護の説明を引用しています。裁
判所が、審理・判断の対象である法律の内容をあちこち
誤解したまま判決を書くなどということは、恥ずかしい
限りであり、およそあってはならないことです。

そして、これも控訴理由書（第３）で指摘したように、
新安保法制法の無理解とも関連して、原判決は、原告ら
の主張整理も誤っています。裁判所が適正な判断をする
ためには、当事者の主張を正確に把握して事実摘示を行
わなければならない、これも当たり前のことです。そう
でなければ、見当違いの判決になってしまいます。

このように原判決は、判決が備えるべき最低限のルー
ルを逸脱した、余りにも杜撰な判決であり、裁判所への
信頼を根底から失墜させるものといわざるを得ません。
控訴審は、このような原判決を、根本から見直していた
だかなければなりません。

（２）次に、原判決の判断理由です。判決の判断理由は、
合理的で説得力のあるものであることが要請されます
が、ここでも原判決は、非常識極まりない判断を示して
います。

最も特徴的なのは、人格権の侵害の有無に関する次の
ような判断です（控訴理由書第５）。
「本件全証拠によっても、当審における口頭弁論終結

時において、我が国が他国から武力攻撃の対象とされて
いるものとは認められず、客観的な意味で、原告らの主
張する戦争やテロ攻撃のおそれが切迫し、原告らの生命・
身体の安全が侵害される具体的な危険が発生したものと
は認め難い。」（原判決３４頁）
「武力攻撃」というのは、事実上の戦争を意味します。

つまり原判決は、「まだ戦争になっていないから生命・
身体の具体的危険はない」「戦争になってからでなけれ
ば生命・身体の侵害の具体的危険は認めない」というも
のであり、つまるところ「戦争になってから裁判所に来
い」という、非常識極まりないものにほかなりません。

本件で控訴人らは、新安保法制法の制定によって、い
ま現在身の危険にさらされていると言っているわけでは
ありません。新安保法制法の制定によって、戦争の機会
と危険が拡大され、生命・身体の危険に及ぶ可能性が高
まり、恐怖や不安に苛まれている、と訴えているのです。
原判決は、控訴人らの主張を曲解し、ねじ曲げ、その訴
えを屁理屈で排斥しようとしたものというほかはありま
せん。

（３）もう１点、人格権侵害に関する判断に触れておきます。
原判決は、控訴人らの精神的苦痛について、個人の内

心的な感情も人格的な利益として法的に保護すべき場合
があり、「その侵害の態様、程度いかんによっては」不
法行為が成立する余地があることを判示しています。原
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判決の中で、唯一まともな部分です。
ところが原判決は、この原告らの新安保法制法の制定

による精神的苦痛を、法律の解釈や理解のしかたや、「信
念」や、「公憤・義憤」の問題に矮小化し、これらはそ
ういう「ものの見方、考え方」を共通にする国民一般に
生ずるものであるから、必ずしも全国民の見解や信念等
と一致するものではなく、間接民主制における多数決原
理で解決すべきものだと説示するのです。

ここには、憲法違反の問題の、立法政策の問題へのす
り替えがあります。

冒頭に述べたように、新安保法制は、憲法９条に関す
る法構造を変更し、客観的に、戦争の機会と危険を拡大
したのであり、原告らの不安や恐怖は、この客観的根拠
に基づくものです。そして、ここでの侵害行為は新安保
法制法の制定等の「本件各行為」であり、原判決の論理
によっても、「その侵害行為の態様、程度」が、不法行
為の成立要件として検討されなければならないはずで
す。

そしてその検討は、とりも直さず、新安保法制法の違
憲性、ということになるはずです。

３　憲法判断の回避 （控訴理由第２） について

原判決は、少なくともこの人格権侵害行為について、新
安保法制法の違憲性を、その内容、程度に踏み込んで判断
をしなければなりませんでした。

しかも、本件で被告もその合憲性を主張し、原判決（２９
頁）もそのことを摘示しているのですから、その判断を回
避してはならなかったのです。

また原判決は、付随的違憲審査制を理由に憲法判断の回
避を正当化しようとしていますが（３４頁）、上述のよう
な本件の法的保護利益の性格からしても、本件における司
法権の役割の重大性からしても、本件において裁判所は、
積極的に憲法判断をなすべきものです。

この問題についても、相代理人から具体的に述べますが、
控訴審においては、本件の核心をなす新安保法制法の違憲
性について正面から取り組み、司法への国民の負託に応え
ていただくべきことを訴えます。

新安保法制法の違憲性と憲法判断の必要性

控訴人ら訴訟代理人　弁護士　棚　橋　桂　介

弁論の更新にあたり、新安保法制法の違憲性と憲法判断
の必要性について意見を陳述いたします。

１　集団的自衛権容認 ・行使の違憲性

従来の政府の憲法９条の解釈の基本は、①自衛隊は、外
国から武力攻撃を受けた場合に、これを排除して国民を守
るための必要最小限度の実力組織であるから、９条２項で
持たないとされている「戦力」には当たらない、②したがっ
て、自衛隊が実力を行使できるのは、我が国が武力攻撃を
受けた場合に限られ、集団的自衛権などに基づいて海外で
武力の行使をすることは許されない、この２点に集約され
ていました。

そして、これを前提として、政府は、自衛隊の武力行使
が許されるのは、自衛権発動の３要件（①我が国に対する
急迫不正の侵害があること、すなわち武力攻撃が発生した
こと、②これを排除するために他の適当な手段がないこと、
③必要最小限度の実力行使にとどまるべきこと）を満たす
場合に限られるとしてきました。これらの要件のうち、最
も重要であり、実際に武力行使の歯止めとして機能すると
考えられてきたのは、我が国が武力攻撃を受けるのでない
限り、我が国から外国等に対して武力行使をすることはし
ないという①の要件でした。その上で、③の要件（必要最
小限度の実力行使にとどまるべきこと）によって、自衛行
動の限界が画され、自衛隊の実力行使は、常に相手方から
の我が国に対する武力攻撃を受けて開始される受動的なも
のであり、かつ、その行動範囲が基本的には我が国の領域
内にとどまらなければならないとされ、このことが、専守
防衛とか、海外派兵は禁止されているという言葉で表現さ
れてきました。

ここで、集団的自衛権という言葉の意味について再度確
認しておきます。集団的自衛権は、ある国と密接な関係に
ある他国が武力攻撃を別の国から受けたときに、自分自身
は直接攻撃されていないが、その他国に加えられた攻撃を
武力をもって排除するという、国際法上認められた地位・
権利と解されています。要するに、他国からの武力攻撃に
対して自国を防衛する権利ではなく、他国を防衛する権利
です。

集団的自衛権については、政府は一貫して憲法９条の下
では集団的自衛権の行使が許されないとしてきました。そ
の理由は、１９７２（昭和４７）年の政府見解（「集団的
自衛権と憲法との関係について」。以下「昭和４７年政府
見解」といいます。）等に端的に示されていますが、憲法
９条の下で例外的に容認される武力行使は、外部からの武
力攻撃によって国民の生命等が危険にさらされた場合にこ
れを排除するためのものに限られるが、我が国以外の第三
国に別の国から武力攻撃が加えられても、これによって我
が国の国民全体の生命等に危険が及ぶことはあり得ないか
ら、集団的自衛権に基づく武力の行使が、この例外的な武
力行使の中に含まれる余地はないということです。我が国
の（個別的）自衛権の行使は、武力攻撃から我が国や国民
を守るための措置であり、したがって我が国に対する武力
攻撃の発生をその発動の要件とするのに対して、集団的自
衛権は、我が国に対する武力攻撃が発生しておらず、国民
や国の存立が直接危険にさらされていない状況下での武力
行使である点において、個別的自衛権とは決定的にその性
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格を異にするものであり、憲法上許されないというのが、
歴代の政府によって繰り返し繰り返し表明され、国会の議
論の中で積み上げられてきた、確立した解釈でした。

このことについて、宮﨑礼壹・元内閣法制局長官は、前
橋地裁での証人尋問において以下のように述べられまし
た。「これは従来の政府が何度か集団的自衛権は違憲だと
言いましたよというだけにとどまらないんですね。それは
国会で質問され、国会の中で述べている見解なんです。し
かも、それは、例えば防衛予算を通してくださいという立
場のときに、あるいは防衛二法だとか、あるいはＰＫＯ法
以降であれば毎年のように出た自衛隊の海外における活動
を根拠付ける新しい法律、こういうものを通してください
というふうに国会に提出したときに、国会において、これ
は集団的自衛権に当たるんじゃないかという議論が必ず出
たわけです。それは具体的にも抽象的にも、そういう議論
がされれば答えざるを得ません。そういうときに、政府と
しては、これは集団的自衛権を行使するというものに当た
るものじゃありませんと、したがってご了解くださいとい
うことで、もし集団的自衛権行使に当たるのであれば違憲
であるからできませんけれどもということを説明、約束し
て、防衛予算あるいは防衛関係の諸法律というものを手に
入れてきた。そういうものを調達してきたわけです。集団
的自衛権の行使は違憲だというのは、単にある解釈という
にとどまらなくて、国会もそれをそうかということで予算
を承認し、法律を成立させてきたわけですから、政府も国
会も一緒になって、日本国国家として、憲法９条の下では
集団的自衛権の行使はできないという道を実践してきたわ
けですね。憲法実践、国家実践として集団的自衛権の否定
ということをしてきたわけで、単に答弁したことがあると
いうことではないということをよく御理解いただきたいと
思うわけです。」

憲法９条の明文規定との関係では、我が国を武力で侵略
する国があった場合に、これを、飛んでくる火の粉を振り
払うという意味での最小限の実力ないし武力を使って振り
払うということについては、国際紛争を解決するというと
ころに至らないと解する余地があり、従って専守防衛の範
囲にとどまる個別的自衛権については憲法９条１項の下で
も認められると考えることができますが、集団的自衛権の
行使は、他国に加えられた武力攻撃を、出ていって武力で
解決をするということですから、端的に言って国際紛争を
解決するための武力行使にほかならず、憲法９条１項に反
することは明白です。そして、憲法９条２項との関係では、
自衛隊は同項が禁じる戦力にあたるのではないかというこ
とに対する政府の一貫した見解は、飛んでくる火の粉を振
り払うための必要最小限度の実力の行使はできることに
なっており、自衛隊はそのための実力を保持するというこ
とでやっているだけなので、戦力にはあたらないというも
のでしたが、集団的自衛権の行使というのは、同盟国に加
えられた武力攻撃を一緒になって排除するということです
から、現実の国際間における武力紛争を鎮圧するだけの効
果があるものでなければ話にならないわけで、そのような
ものが戦力に当たらないということはあり得ず、憲法９条
２項に反することも明白です。

ところが、政府は、２０１４年７月１日の閣議決定（７・
１閣議決定）で、昭和４７年政府見解の論理を踏襲すると
しつつ、結論部分を１８０度変更して、集団的自衛権の行
使を容認しました。これは、もともと憲法９条の存在にも
拘わらず個別的自衛権の行使だけが許されることの根拠で
あった昭和４７年政府見解の一部分をもってきて、個別

的自衛権とは本質を全く異にする集団的自衛権、要するに
他国を防衛する権利の行使が許される根拠としたもので
あって、牽強付会と言わざるを得ません。宮﨑証言も、昭
和４７年政府見解が最小限の武力行使が可能となる事態と
して掲げる「外国の武力攻撃によって国民の生命、自由及
び幸福追求の権利が根底からくつがえされる」事態につい
て、「「外国の武力攻撃によって」というのは、外国の我が
国に対する武力攻撃によってということ以外の何ものでも
ない」と述べています。横畠裕介・内閣法制局長官が、昭
和４７年政府見解による「「外国の武力攻撃」という部分
は、必ずしも我が国に対するものに限定されていない」と
答弁したことについても、宮﨑証言は、次のように述べて
います。「どうしてそういう答弁をされたか、極めて不可
解なんですが、昭和４７年見解の外国の武力攻撃によって
というのは、国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底か
ら覆されるというところにつながっていくわけですね。そ
こにある幸福追求の権利というのは、憲法１３条の言葉な
わけですね。したがって、国民というのは日本国民を指し
ているわけです。そこのところは現政府の幹部の人たちも
認めるわけですね、国民というのは日本国民だということ
は、それはそうですということなんですよ。そうすると、
論理からして、外国の武力攻撃により国民のということで
あれば、外国の我が国に対する武力攻撃によりということ
を言わなくたってそういう意味だったと言わなければおか
しいんじゃないでしょうか。また、４７年見解の全体の趣
旨なり結論を見ましても、集団的自衛権というのは他国防
衛なのだから９条の下では無理なんだという結論が書いて
ございましたね。もし外国の武力攻撃という中に他国に対
する武力攻撃というものも入るんだとすると、あとの説明
はもっと別の説明にならなきゃおかしいわけで、論理的に
も、結論から見ても、また、先ほど申し上げたように、こ
の４７年見解が出る前の国会の議論なりそこでの法制局長
官や一部長の答弁の内容から見ても、外国の武力攻撃によ
りというのは我が国に対するということ以外の何ものでも
なかったと。だから、どういうつもりでおっしゃっている
のか知りませんけれども、そこは事実に全く反するし、私
は、言わば証人として、そういうような理解を法制局なり
かつての政府はしたことがないと申し上げます。」

このように、政府は、憲法９条の明文規定に反し、永年
の政府解釈あるいは国会の議論で積み重ねられてきた憲法
実践、国家実践に反して、集団的自衛権の行使を容認した
のです。

この政府の新たな解釈によって、これまで「自衛権発動
の３要件」とされていたものが、「武力の行使の３要件」（新
３要件）に置き換えられることになりました。その内容は、
①我が国に対する武力攻撃が発生したこと、又は我が国と
密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これに
より我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福
追求の権利が根底から覆される明白な危険があること、②
これを排除し、我が国の存立を全うし、国民を守るために
他に適当な手段がないこと、③必要最小限度の実力行使に
とどまるべきこと、です。

この新３要件が、極めて曖昧で歯止めとしての役割を果
たし得ないことについては、新安保法制法の国会での議論
の序盤において、政府が、ホルムズ海峡で機雷が敷設され、
それをどかさないと世界的に石油供給不足になって我が国
も大変な目に遭うということも、存立危機事態に当たりう
ると答弁し、内閣総理大臣自身が、経済的影響でも存立危
機事態になるということを述べていることからして、明白
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と言わざるを得ません。
２０１４年７月の外務大臣の答弁も、「日米同盟に基づ

く米軍の存在及び活動、これが我が国の平和と安全を維持
する上で死活的に重要である……その米国に対する武力攻
撃は、これは当然、我が国の国民の命や暮らしを守るため
の活動に対する攻撃になるわけですので、これは三原則に
当てはまる可能性が高い」となっており、米軍に対する攻
撃があった場合にはおよそ存立危機事態に当たることが多
いという内容の答弁がなされています。これは、新３要件
の無限定性を端的に表しています。

さらに、そもそも武力攻撃が発生したかどうかという点
もかなり微妙な問題であり、我が国と密接な関係にある他
国に対する言わば急迫不正の攻撃としての武力攻撃が発生
したということの判断を我が国が主体的にできるのか、他
に適当な手段がないかどうか、実力行使を必要最小限度に
とどめられるかという判断も、我が国が主体的に判断でき
るのかという問題があります。集団的自衛権の場合、主人
公は、武力攻撃を受けた米国その他の我が国に対し集団的
自衛権行使の要請をしてきた国であって、その国が武力に
よる反撃が必要と判断して話が始まるのですから、武力行
使による以外に方法がないのかどうかとか、その判断が依
然維持されるべきか否かの判断は、もっぱら当該被攻撃国
が行う事項に属するのであって、我が国が途中で「存立危
機事態」要件が消滅したとして戦線を離脱しようと考えた
としても、当該「我が国と密接な関係にある国」がそれを
了解するとは考えられませんし、またいったん手を出した
以上、途中で自分だけやめたといっても、「敵」が許して
くれるはずがありません。

このように、新３要件は、極めて曖昧で歯止めとしての
役割を果たし得ず、その建付は致命的なまでに不明確で、
大きな混乱をもたらすものです。

以上述べてきましたように、集団的自衛権の行使を容認
した新安保法制法は、憲法９条の明文規定に反し、永年の
政府解釈あるいは国会の議論で積み重ねられてきた憲法実
践、国家実践に反し、新３要件が極めて曖昧で混乱を招き
憲法９条の求めているものに反するため、憲法９条に一見
して明白に違反するものであると断じざるを得ません。

２　後方支援活動等の違憲性

時間の関係もありますので、ここから４までは各項目の
触りだけ申し上げます。

ここで問題となるのは、重要影響事態法における後方支
援活動及び捜索救助活動並びに国際平和支援法における協
力支援活動及び捜索救助活動で、これらの活動を合わせて

「後方支援活動等」といいます。これら後方支援活動等は、
武力の行使をしている米軍等外国軍隊に対する支援活動で
あり、自衛隊による物品・役務の提供が活動の中心をなす
わけですが、後方支援活動等が外国軍隊の武力行使と一体
化しないか、自衛隊員が武力の行使の当事者になる危険が
ないかが問題の核心です。

新安保法制法下における重要影響事態法及び国際平和支
援法では、後方支援活動等の対象範囲及び活動内容が大き
く拡大し、外国軍隊が武力の行使をしている戦闘現場のご
く近くであっても、現に戦闘行為がそこで行われていなけ
れば、弾薬の提供や攻撃に飛び立とうとする戦闘機・爆撃
機の整備や給油までできることになりました。戦闘現場に
近い場所での物品・役務の提供は、それだけ、外国軍隊の
武力の行使に役立ち、武力の行使に密接な行為となるわけ
で、言い換えれば、自衛隊は、非常に危険な場所、立場で

活動を行うことになります。
戦争下では補給路を断つことが相手の戦力を削ぐもっと

も効果的な手段であり、兵站のうちの弾薬の提供や発進準
備中の航空機に対する給油・整備活動は戦闘行為の不可欠
な要素であり、むしろその一環です。まして、それを戦闘
行為が行われている現場の隣接地で行うことまで認めれ
ば、質的にも地理的にも他国の武力行使と一体となります。
重要影響事態法及び国際平和支援法は、それらを自衛隊が
行えるとするものであり、自ら戦闘行為そのものを行って
いないとしても、そのような活動を行うことは、他国によ
る武力行使と一体化した行動であって、自らも武力の行使
を行ったとの評価を受け、それが軍事行動に当たることは
明らかです。従って、重要影響事態法及び国際平和支援法
は、武力行使にあたる後方支援活動等を認めるものであり、
武力の行使を禁じる憲法９条１項に反し違憲というほかあ
りません。

３　ＰＫＯの新任務及び武器使用拡大とその違憲性

改正ＰＫＯ協力法では、①自衛隊の部隊等は、「国際連
合平和維持活動」のみならず、国連が統括しない有志連合
による「国際連携平和安全活動」への参加も可能となり、
②かつ、そのいずれの活動においても、これまで憲法９条
の解釈上、「武力の行使」にあたる危険があるものとして
認めてこなかった「安全確保業務」や「駆け付け警護」等
を、実施対象としての国際平和協力業務として認め、③さ
らに、いわゆる任務遂行のための武器の使用等を可能にす
るなど武器使用権限を大きく拡大しています。

安全確保業務や駆け付け警護は、その本質として必然的
に強力な武器使用を伴います。すなわち、安全確保業務は、
住民等の生命、身体及び財産に対する危害の防止や特定の
地域の警備等を内容とするのであるから、住民保護等の目
的を達成するためには、敵対勢力の妨害を排除してこれら
の任務を遂行するために強力な武器使用が不可欠です。ま
た、駆け付け警護は、ＰＫＯ活動関係者の生命又は身体に
対する不測の侵害・危害を排除し、武装勢力等からの保護・
救出等を行うわけですから、武装勢力等の抵抗を克服する
だけの強力な武器使用権限を伴わないことには任務の遂行
はできません。そして、その自衛隊の任務の遂行に対して
相手方が反撃してくれば、そこに戦闘行為が発生すること
は避けられません。このような武器の使用は、憲法９条で
禁止された武力の行使に当たるという疑いを否定すること
ができません。特に、現在の国連ＰＫＯが、かつてのよう
な停戦監視を任務とするものではなく、住民保護という任
務のために武力の行使が認められた紛争主体であることを
踏まえれば、安全確保業務や駆け付け警護は、武装勢力等
との武力衝突を招き、さらに武力の行使へと発展する可能
性が極めて高く、このような建付になっている改正ＰＫＯ
協力法は、武力の行使を禁じる憲法９条１項に明らかに違
反するものと言わざるを得ません。

宿営地共同防護のための武器使用については、自己保存
のための武器使用と位置づけられていますが、実際には、
複数の国の部隊が共にする宿営地に攻撃があった場合に、
共同して反撃することを認めるものです。その宿営地の防
護活動は、国連ＰＫＯの統一的な指示の下に行われ、共に
防護に当たる他国の部隊はれっきとした軍隊です。そして、
他国の部隊は武力の行使をするのであり、それと共同して
反撃する自衛隊だけが、武力の行使ではなく自衛官の自己
保存のための武器使用を行うのだなどという区別は、そも
そも不可能です。その武器使用は、共同して反撃する自衛
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隊員はもとより、他国の要員をも、お互いに守り合うもの
になることは当然です。宿営地共同防護のための武器使用
は、第三者を防護するための武器使用であるとともに、他
国の軍隊である部隊とともに武力の行使を行うものになら
ざるを得ません。従って、宿営地共同防護のための武器使
用は、武力の行使を禁じる憲法９条１項に反するものと言
うほかありません。

４　米軍等の武器等防護とその違憲性

新安保法制法によって新設された自衛隊法９５条の２
は、自衛隊の武器等防護のために自衛官の武器使用権限を
定めた同法９５条の適用場面を拡張し、自衛隊と連携して
我が国の防衛に資する活動に現に従事している米軍等の部
隊の武器等を防護するため、平時から自衛官に武器の使用
を認めるものです。そして、運用指針では、米軍等の武器
等を「我が国の防衛力を構成する重要な物的手段に相当す
るものと評価できるもの」とし、これを「武力攻撃に至ら
ない侵害から防護するための、極めて受動的かつ限定的な
必要最小限の武器の使用を認めるものである」としていま
す。また、「現に戦闘行為が行われている現場で行われる
ものを除く」と規定されているから、米軍等の武力の行使
と一体化したり、戦闘行為に発展したりすることもないと
も説明しています。

従来自衛隊法９５条で規定されていた自衛隊自身の武器
等防護は、我が国の防衛力を構成する重要な物的手段を破
壊や奪取から防護するための極めて受動的・限定的な必要
最小限のものとして例外的に認められてきたもので、適用
範囲は狭く捉えられており、「我が国の防衛力を構成する
重要な物的手段を破壊、奪取しようとする行為に対処する
ため」、武器等の退避によっても防護が不可能であること

（事前回避義務）、武器等が破壊されたり相手が逃走した場
合には武器使用ができなくなること（事後追撃禁止）など、
極めて受動的かつ限定的な必要最小限の使用のみが許され
るものとされてきました。

ところが、自衛隊法９５条の２は、米軍等の武器等が我
が国の防衛力を構成する重要な物的手段だとの評価を前提
としており、このような評価には重大な疑問があること、
自衛隊、自衛官による防護は容易に違憲の武力行使に至る
おそれがあり、米軍等の武力の行使と一体化したり戦闘行
為に発展したりすることはないとの政府の説明が現実には
あり得ないものであることが、多くの専門家から指摘され
ています。このような行為を規定した自衛隊法９５条の２
が憲法９条１項に違反するものであることはあまりにも明
白です。

５　本件における憲法判断の必要性
新安保法制法が憲法９条に一見明白に違反することにつ

いては以上述べたとおりですが、最後に、本件における憲
法判断の必要性について申し上げます。

本件は、一部、個別の適用行為を侵害とする請求も含ま
れていますが、中心は新安保法制法の立法行為を侵害行為
とする国家賠償請求です。このようないわゆる立法国賠の
事件においては、抽象的違憲審査を認めるのと同じ結果に
ならないようにとの深慮が裁判所にあることは承知して
おりますが、抽象的違憲審査を認めるのと同じことになっ
てしまうか否かは、現実の損害が生じているか、当該違憲
立法と当該損害との間に直接の因果関係が認められるかに
よって決せられるべき問題であり、学説もそのように解し
ています。

そして、本件において、新安保法制法の立法行為によっ
て控訴人らに現実の損害が直接生じたといいうるか否かを
判断するためには、新安保法制法が何を可能にするもので
あるのか、新安保法制法によって可能とされたことが控訴
人ら国民・市民にどのような影響を与えるものなのかと
いったことに立ち入る必要があります。新安保法制法は、
我が国とアメリカとの軍事的一体化を推し進め、アメリカ
が関わる戦争に我が国も主体的かつ軍事的に参加するため
の法制ですが、我が国が戦争に参加するという事態は、全
ての国民と我が国内に居住する全ての市民に直接かつ甚大
な影響を与えるものであることが見落とされてはなりませ
ん。特定の国家行為により全ての国民と我が国内に居住す
る全ての市民に直接かつ甚大な影響が及ぶということは、
軍事以外の領域においては通常は考えられず、新安保法制
法は、そのような特殊な領域に係る立法であって、それが
現実に適用された場合の影響・効果が（少なくとも交戦状
態に入ることを直ちに意味する集団的自衛権行使に関して
は）極めて甚大であることを直視する必要があります。立
法行為と損害との間の直接の因果関係は通常は容易には認
められないものでしょうが、立法の内容が以上に述べたよ
うなものである以上、国民・市民は、新安保法制法が適用
される事態、集団的自衛権に関して言えば我が国が進んで
戦争の当事者となるという事態を、自らの意思や工夫に
よって回避することはできませんから、本件においては、
それだけ、立法行為によって控訴人らに生じている精神的
損害は具体的・現実的なものとして把握されなければなり
ません。そして、控訴人らの損害や立法行為と損害の因果
関係について判断する上では、少なくとも、新安保法制法
の内容が７・１閣議決定以前の政府の憲法解釈からどのよ
うな点でどの程度乖離するものであるのか、新安保法制法
によって何が可能となったのか（新安保法制法制定の前後
でどのような変化があったのか）といった点を丁寧に見極
めていただく必要があります。注意していただきたいの
は、ここで見極めていただく必要があるのは、必ずしも新
安保法制法の抽象的な違憲性そのものではないということ
です。平和的生存権と平穏生活権に関連する人格権の侵害
については、新安保法制法が７・１閣議決定以前の政府の
憲法解釈からどのような点でどの程度乖離しており、新安
保法制法制定によって何が可能とされ、どういう変化が予
定されることとなったのかという点をしっかりと見極めて
いただければ、控訴人らの損害、立法行為と損害との因果
関係が認められるとの判断に至るはずであり、国賠法上の
違法性（立法の明白な違憲性）についての判断に進むこと
に何らの支障もなくなるということを申し上げているので
す。

その上で、裁判所には、少なくとも集団的自衛権につい
て、現実に新安保法制法の適用がなされ集団的自衛権が発
動されるまでは控訴人らの権利・利益の侵害は認められな
いという考え方の誤謬について一言申し上げておきたいと
思います。集団的自衛権の行使は交戦状態に入ることを直
ちに意味するものであり、全ての国民と我が国内に居住す
る全ての市民に直接かつ甚大な影響を及ぼすものであるこ
とについては、既に述べましたが、それとは別に、新安保
法制法の適用行為すなわち集団的自衛権を発動した国家の
行為を侵害行為と捉えて国家賠償請求をした場合、裁判所
は、当該国家行為の根拠となる新安保法制法が違憲である
ことを認めて原告の請求を認容するのでしょうか。集団的
自衛権の発動行為である防衛出動命令の発令は内閣総理大
臣の行為ですから、行政機関の行為ですが、行政機関は法
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律の執行を義務づけられるので違憲の法律を執行したこと
に故意・過失を認めることは難しく、実際にことが起きた
場面において原告たる国民・市民が救済を受けることは極
めて困難であると思われます。少なくとも集団的自衛権に
関する限り、現実に新安保法制法の適用がなされ集団的自
衛権が発動されるまでは控訴人らの権利・利益の侵害は認
められないという原判決のような考え方は詭弁であり、本
件において裁判所が新安保法制法の立法内容の憲法適合性
を判断しないと、裁判所による憲法判断の機会が永久に失
われかねないということを、裁判所には明確にご認識いた
だきたいと考えます。

日本の現状 ～戦争をする国アメリカとの同盟関係について～

控訴人ら訴訟代理人　弁護士　杉　浦　ひ と み

第１　はじめに

弁論更新にあたって、世界の中での日本の現状、特に新
安保法制法が成立したあと、我が国がどんな状況に置かれ
ているについて、これまでの法廷で主張立証して来たこと
を映像を用いながら概略します。

新安保法制法は、アメリカと一緒に海外で自衛隊が戦争
することを認めるものであり、武器を持ってアメリカを援
護したりすることを認めるものです。その場合、現実には、
アメリカの指揮命令の下で行動をすることになります。し
たがって、日本の生殺与奪の権は、米国が握るようなもの
なのです。

そこで、そもそもアメリカがどのような判断と行動をす
る国であるかを理解することが必要となります。２１世紀
初頭の９．１１事件からアフガニスタン戦争、イラク戦争へ
至る経緯とその戦争の国際法上の位置づけを確認します。

そして、その戦火の下にあるものに目を向けます。
次に、日本がどのような経過をたどって、憲法９条に反

する新安保法制法を制定するに至ったかについては、半田
滋証人の証言を振り返ります。

新安保法制法が制定され、今日本がどのような状況にあ
るのか。

そして、多くの国民が知らない間に、もうすでに、民間
の船舶が自衛隊の軍事に組み込まれているという現実を指
摘します。

また、南スーダンに派遣された自衛隊の現地での伝えら
れない実情を示し、戦争をする国になることの実態と、世
界の中での日本の危うい立場を述べます。

最後に、この国は、自衛隊を始め、国民をどこに連れて
行こうとしているのか。私たちは平和を選ぶのか。

以上、ジャーナリストの西谷文和さんのアフガニスタン
での取材、名古屋テレビ放送のドキュメンタリー「防衛フェ
リー」および、半田滋氏の証言を引きながら、述べていき
ます。

第２　アメリカと一緒に戦争をすることの危険性

１　戦争を続けるアメリカ
（１）９．１１から始まったアフガニスタン戦争（２００１

～２０２１）
２００１年９月１１日、ハイジャックされた複数の航

空機が、ニューヨークの世界貿易センタービルや、ワシ
ントン郊外の国防総省などに突っ込んだ、「アメリカ同
時多発テロ」が起こりました。被害者は、６，０００人
を越え、大型旅客機を乗客乗員もろとも、爆弾代わりに
使ったことや超高層ビルを一挙に崩壊させた映像は世界
に衝撃を与えました。アメリカのブッシュ大統領は、「こ
れは単なるテロを超えた戦争だ。」と報復を宣言し、「各
国はテロ側につくか、アメリカの側につくのかどちらか
だ」と迫り、世界各国に、テロとの戦いに対する態度を
明らかにするよう求めました。そして、実行犯オサマ・
ビンラディンとその組織アルカイダをかくまっていると
して、アフガニスタンに空爆を行いました。

ところで、このときのアフガニスタンへの攻撃は、本
来、国連憲章で許される武力行使にあたるものではあり
ませんでした。

国際法上の武力行使は、国家による行為が想定されて
おり、アメリカへの攻撃がアフガニスタン（国）による
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武力攻撃であれば、個別的・集団的自衛の権利を認める
という国連安保理決議が出されることになりますが、本
件はテロリストによる刑事事件として容疑者を特定し、
逮捕し、法による裁きにかけるべきだったはずです。た
しかに、この事件は、乗客を道連れに飛行機が高層ビル
に突入するという、かつてない規模の凶悪な犯罪行為で、
アメリカのみならず世界中が震撼し、どんな反撃も許さ
れるという集団催眠状態に陥った出来事でした。結果、
個別的・集団的自衛の権利を認めるという国連安保理決
議（１３６８）が出されました。しかし、つまり、アメ
リカの空爆や地上軍の侵攻などの軍事力の行使は国際法
上許されないものだったのです。

こういったときこそ世界の警察を標榜するアメリカは
冷静であるべきでした。しかし、いち早く戦いを宣言し
たのでした。

そして、2011 年パキスタンにおいて、9.11 の首謀者
オサマ・ビンラディンの殺害が確認されたにもかかわら
ず、その後もアフガニスタンではアメリカ、連合軍の戦
闘は続き、２０年経った２０２１年９月、バイデン米大
統領は、米軍を撤退させました。直後からのアフガニス
タンの混乱は耳目に新しいところです。

（２）　戦火の下で犠牲になる子どもたち
アメリカや他の国々による９．１１の報復により、アフ

ガニスタンの大都市にある大きな病院には、毎日のよう
に、戦争被害者がかつぎこまれています。報復攻撃の下
では、ニューヨークでビルに飛行機が突入したこととな
んの関係もない子どもたちが傷つき、苦しんでいました。
「道路脇で薪を集めていただけだった」と訴える少年

は自爆テロリストと間違えられたのでした。アフガニス
タンの地方ではガスも電気もなく、昼のうちに薪を拾っ
ておかないと寒い夜に凍死してしまう恐れがあるため、
子どもたちは薪を拾いに行くのですが、これを米軍から
見たら、『道路脇に爆弾を仕掛けているタリバン兵』に
も見えます。米軍兵も怖いのです。だから身を守るため
に銃撃するのです。これが他国での治安維持活動の実態
なのです。

２　日本は世界でどう見られているのでしょうか。アフガ
ン戦争までの、アフガニスタンを事実上統治していたタ
リバンの元外務大臣のムタワッキル氏を、ジャーナリス
トの西谷さんが訪問しました。

西谷「自爆テロについて（自殺を禁じている）イスラ
ム教の教えに背くのではないですか」

ムタワッキル「この戦争はバランスを欠いている。米
軍・ISAF 軍は最新兵　器で武装し、タリバン側は何も
ないのに、村々が空爆されている。自爆テロはその報復
なのだ。」そして、ムタワッキル氏は「日本の神風特攻
隊をまねたのだ」とも語りました。

ムタワッキル「その上で日本の人々に感謝したい。日
本はアフガンに軍隊を送らなかった。私たちは
殺されたくないし殺したくない。　私たちはも
う何年も戦争と貧困の中にいる。これ以上の軍
隊も殺戮もいらない。だから日本を賞賛する。」

「ただ日本は米軍の戦闘機に給油している。これ
は良くない。その戦闘機が町や村を空爆してい
るのだ。日本は国際社会に影響力を持っている
のでぜひ和平交渉の仲介役になってほしい。」

３　戦争を繰り返すアメリカの体質～理由のないイラク戦争
（１）戦争当初、ブッシュ政権はアフガニスタンでビンラ

ディンを捕まえることを目標にしましたが見つけ出せ
ず、また、タリバンの指導者たちを捕まえることを目標
にしましたが、これも、失敗に終わりました。

アフガニスタンでの攻撃目標を失った米国は、今度は
イラクに対して軍事行動に出ることを考え出しました。
米・英が中心となって、このイラク戦争開戦に踏み切っ
た理由は，フセイン政権と「９・１１」テロを実行した
アルカイダに関係があること、「イラクには大量破壊兵
器がある」ということでした。

イラク攻撃に踏み出す前の時点で、アメリカの歴史学
者であるハワード・ジンは、「もしアメリカアフガン戦
争をイラクにまで拡大すれば、アメリカとアラブ諸国と
の関係、アメリカとイスラム教徒の関係に悲惨な影響を
及ぼすことになる。イスラム教徒を敵にしていると見ら
れるからだ。その中でアフガニスタンで行った、テロリ
ストとそうでない一般市民とを区別せずに攻撃したよう
な恐ろしい結果をもたらすことになれば、世界が私たち
に敵対心を持つことになる」と警告していました。

他国に影響を与える大国アメリカは、世界的・歴史的
な視点を持って行動すべきであるという示唆はあったの
です。

（２）しかし、アメリカは、多国籍軍を結成。2003 年３
月２０日、ブッシュ（子）大統領が「国民の皆さん、ア
メリカならび　に多国籍軍はイラクの武装解除および解
放のため、また世界を重大な危機から守るため軍事行動
を開始しました。」と、バグダッドに猛烈な空爆をはじ
めました。

この戦争には、国連決議は出されませんでした。
そして、2005 年 12 月ブッシュ（子）大統領は「（大

量破壊兵器などの）情報の多くは結果的に間違ってい
た。」と発表したのでした。

第３　日本はなぜ新安保法制法を制定し、 このようなア

メリカとともに戦う国になることを選んだのでしょうか。

３０年にわたる防衛省、自衛隊への取材を行ってきた半
田滋氏の証言からその経緯をたどります。

半田証人は、新安保法制の成立過程の根本にアーミテー
ジレポートの存在を上げました。アーミテージレポートと
は、「日米の両国が取り組むべきだとする課題への提言」
をまとめたもので、リチャード・アーミテージ元国務副長
官、ジョセフ・ナイハーバード大教授が中心に作成し、こ
れまでに２０００年の第１回から２０２０年の第５回を数
えます。

2000 年に第 1 次には、日米同盟の強化を一層の推進を
求めるが、日本側の姿勢は同盟関係の阻害要因だとし解決
を強く求めたのでした。当時の小泉首相は、9.11 テロ直
後からのアフガニスタン戦争においては、日本はテロ特措
法を制定し、これに基づき海上自衛隊補給艦がインド洋で
燃料の海上補給を行いました。

また、イラク戦争に際しても米国は「ブーツ・オン・ザ・
グラウンド」要するに「陸上部隊を送れ」という姿勢を取
り、日本は、「イラク人道復興支援特別措置法」を成立さ
せ、陸上自衛隊を派遣し、イラク南部のサマワで医療、給
水、学校といった公共施設の復旧整備など、人道復興支援
活動を行うために、自衛隊を海外に出していきました。

そして、２０１２年８月の第３次アーミテージレポート
で、１次、２次に続き「日本が集団的自衛権の行使を禁止
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していることが正常な日米同盟の阻害要因だ」と示された
ことを受けて、日本は、２０１４年「７・１閣議」で集団
的自衛権の容認を決定し、２０１５年４月には新安保法制
法の内容を先取りする新ガイドラインが作られ、その後そ
れに合わせて２０１５年に集団的自衛権を認める新安保法
制法の制定を強行したのです。

米国と日本の関係性は、その現象を見ただけでも今世紀
に入り、すでに 20 年間この従属関係が継続しているので
す。

つまり、冷静な分別によらず２０年戦争を続けてきた米
国にリードされて、米国と一緒に戦争をする国になってい
るのです。

第４　半田氏の語る 「国かたち」 の変容

新安保法制により、現実に国のかたちが変わりました。
新安保法制を受けて３０年度防衛大綱（３０大綱）・３０
年度中期防衛力整備計画（３０中期防）で、自衛隊の性格
や装備の変更がもたらされたことは、わかりやすいこの国
の変化です。

＜武器の変化＞
護衛艦「いずも」及び「かが」の空母化及び米軍のプラッ

トホームとしての利用、Ｆ３５Ｂの導入と「いずも」「かが」
への搭載、

中国本土をも射程圏内に収める長射程ミサイル（スタン
ド・オフ・ミサイル）の導入といった変化が生じています。
このような装備の面から見ても、自衛隊と米軍が一体と
なって相互運用を行い、従来の政府見解が自衛のための必
要最小限度を超える能力を獲得することになっているので
す。

自衛のための必要最小限度であるなら、ステルス攻撃機
を空母に積んで日本を離れる必要はないのです

＜訓練の実践化＞
また、新安保法制は、自衛隊の訓練も変えました。自衛

隊は、インド洋や南シナ海で中国の潜水艦との戦闘を想定
した実戦の訓練を行っているのです。こうした訓練は単な
る教育や練習ではなく、敵国の潜水艦に見立てるために海
上自衛隊の潜水艦を同行させていること、潜水艦を探知す
るには潜水艦のスクリューが出す微弱な音を捉えてその
位置を特定して攻撃する以外に方法がなく、音の伝わり方
は海の潮流、海水温、濃度によって全く違うので、戦闘が
予想される海域でどのような音の伝わり方をするかを確か
めるためには実際に潜水艦を派遣して発見をする必要があ
る、というのです。背筋の寒くなるような危機感を覚えま
す。そして、こういった訓練は敵国とされる国を刺激して
いるのであって、一般人の想像する「訓練」に留まらない
危険をはらむものなのです。

第５　すでに民間の船舶は自衛隊に組み込まれている現実

名古屋テレビのドキュメンタリー「防衛フェリー」はこ
の現実を突きつけます。
１　民間の大型フェリーが、何十台もの戦車を含む車両や

何百人もの自衛官らを載せて演習場や島嶼部に輸送して
いることを知っているでしょうか。

２０１３年の防衛大綱（２５大綱）において、「北朝
鮮が大量破壊兵器を持つ、中国は国防費を継続的に増加
させ、軍事力を拡大させている」と記載されました。か
つて、日本の防衛はソ連侵攻に備える北方の守りが重視
されていましたが、冷戦終結後、次第に部隊の再編が行

われ、防衛の主軸は南西地域に移動していきました。こ
うした南西地域の防衛態勢の強化は「南西シフト」と呼
ばれ、九州や沖縄にある離島の防衛強化が図られるよう
になりました。離島が攻撃を受けた場合，北海道や本州
の部隊を、戦車や者隊員を一緒に運ぶ必要があり、ここ
に民間フェリーが使われているのです。

２　では、自衛隊の艦船ではなぜ運べないのでしょう。
半田氏はこう説明します。「自衛隊には部隊を一気に

物を運べる大型輸送艦が３隻しかないのです。なぜなら、
民間の船と違って自衛隊の船は敵から攻撃をされても沈
みにくい作りになっていますから非常に高価です。そう
いう船をたくさん作るわけにはいかないという財政的な
事情がある。」

３　民間フェリーを使う仕組み
島嶼部への攻撃への対応や緊急時の対応、あるいは大

規模災害時に自衛隊が優先的に、緊急に活用できる船舶
を確保するため、との防衛省の需要から、民間のフェリー
会社など８社が共同で特別目的会社を設立し、船の維持
管理や船員の雇用などを行います。防衛省はこの会社と
契約し、他国から攻撃を受けた場合の防衛出動や災害派
遣に活用するのです。

４　また、大型の民間船を扱う資格をもつ民間の船員が必
要になります。他国から攻撃を受けた場合、現役の自衛
官と自衛隊を退職した予備自衛官だけが防衛出動してい
ましたが、防衛省は２０１７年８月、海上自衛隊に予備
自衛官補という制度を設け、希望する民間の船員を訓練
して予備自衛官にし、防衛出動できるようにする制度を
作りました。これを防衛省は『強制ではない』といいま
すが、全日本海員組合は、民間船員の予備自衛官補化は「戦
時中の徴用」につながるとして反対を表明しています。

それは、先の太平洋戦争の民間船舶の徴用を指します。
小回りの利く漁船や小さな運搬船は軍需物資を運ぶのに
重宝されました。日本殉職船員顕彰会によれば、太平洋
戦争で、海軍以外で７０００隻以上の船が沈められ６万
人以上の船員がなくなったといいます。その船員の死亡
率は海軍の２倍以上にも及んだのです。

５　民間船の安全性についても疑問が残ります。
防衛省と契約したナッチャンｗｏｒｌｄという民間の

フェリーと同じ型のアメリカの船が、２０１７年１０月
がイエメン沖でゲリラの攻撃を受け、ミサイル一発で船
体が全焼しました。自衛艦ほど丈夫に作られていないか
らです。こんな船を他国から攻撃を受けたときにも出動
させるというのです。

新安保法制法の施行を控えた２０１７年３月、防衛省
が契約した民間船の安全性について国会で議論となり、
安倍晋三首相（当時）は「防衛省と契約の民間船は “ 安
全 ” なのか？」の質問に答えました。「民間事業者に運
行してもらう以上、安全の確保が大前提で、武力攻撃事
態における、輸送についてもあくまで輸送を行っている
間，すなわち輸送開始から終了まで武力攻撃が予想され
ない安全な地域に限って行うものであり安全確保のため
に万全を期していることは言うまでもないわけでござい
ます。」この答弁がどれほど真実味のないものかは、同
氏の総理在任中の実績に照らせば公知の事実です。

６　アメリカの指揮下に入り危険にさらされた民間船の存在
安保法制制定前、１９９１年湾岸戦争の頃にアメリカ

軍の指揮下で戦場に連れて行かれた民間船が、現実にあ
りました。アメリカを中心とする多国籍軍とイラクが衝
突した湾岸戦争で、当時、自衛隊の派遣はできない日本
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政府はアメリカの要請でペルシャ湾に民間の輸送船を派
遣しました。船長だった橋本さんは
「政府は国会で『輸送は、我が国政府の管理のもとで

行われ，協力相手国の指揮下には入らない。』と説明し
ていた。しかし、アメリカ軍の将校が乗り込み、アメリ
カ軍から直接指示を受けた。」そして、当時日本政府は
ミサイルの射程圏内である東経５２°線から西を危険区
域として、商船を含む日本船の航行を禁止していた。し
かし、米軍からダンマンに入港しろと命令され、１月
２１日、東経５２度線を超えてサウジアラビアのダンマ
ンに向かった。ダンマン到着後、港で荷卸をしていたそ
の時イラク軍のミサイルが飛んで来る、パトリオットが
迎撃する、命中して頭上で落ちてきた。幸い被害なかっ
たが、日本政府の話と現実は全く異なっていた。」

当時の外務省担当者はこの民間船がミサイル攻撃にさ
らされたことの報告は受けていなかった。被害が出たわ
けではない。そういう意味では安全が確保されていた。」
と答えた。重ねて「その可能性はあったわけですよね」
との質問には「その可能性を避ける最大の努力をしたと
いうことです」と。国の姿勢は、聞き飽きるほどにいつ
でも不誠実なのです。

第６　真実を明らかにしない政府　

このように、この国も国民も危険にさらされる現実が
あるにも関わらず「真実を明らかにしない」というこの
国の姿勢は、変わりません。

２０１２年から２０１７年まで日本は自衛隊を南スー
ダンＰＫＯ派兵してきたが、

２０１５年に安保法制法が制定されたので、「駆け
つけ警護」「宿営地共同防護」の任務も課されていた。
２０１６年７月南スーダンでは自衛隊の宿営地を挟ん
で、３日間、反政府軍２００人と政府軍４００人の銃撃
戦があったのです。

自衛官は、「部隊全滅」死を覚悟したとのこと。しかし、
政府はずっと和平協定は崩れていない、ＰＫＯ５原則は
崩れていないと説明し、国会での「戦闘行為ではない」
という安倍晋三総理大臣、稲田朋美防衛相の答弁は記憶
に新しいのであるが、いつも戦地で何があるかも知らせ
ないのです。大戦中の大本営発表とどう違うのでしょう
か。

第７　現実をどう捉え、 どんな視点で防衛を考え軍事を

理解すべきか

半田氏は大きな問題を投げかけるます。

半田「中国がわが国を直ちに攻撃するような脅威かと
言うとそこまでではない。だとすると、今、日
本人にとって、何に対して注意をして、どうし
ていけば自分たちの安全が守れるのかというこ
とを考えなければいけない。ところが、常に自
衛隊や防衛省の官僚に任せると、『彼らの仕事は
軍事』ですから彼らに任せたら彼らの範疇でし
か平和は作れない」、と。

第８　何が平和なのか

平和は私たちが作り方を選ばなければならないのです。
どう選ぶか。知らなければならないことがあります。
１　戦争は少年の夢を奪う

西谷氏は、イラクで出会ったひとりの少年、９歳の少
年ディア君のことが忘れられないといいます。少年は、

ひっそりと暮らしていました。通学途中、米兵に狙撃さ
れ、弾は体内で爆発し、現在も５０もの破片が体内に残っ
ています。歩くことのできない少年は学校に行かなくな
りました。元気な友人の姿を見るのが耐えられないので
す。「将来はサッカー選手になりたかったんだね？」と
の通訳の質問に、少年は「うん」と頷き涙ぐみます。「僕
はお医者さんになって、お兄ちゃんを助けてあげたいん
だ！」というディア君の弟の言葉に、通訳の青年は涙で
言葉を伝えられませんでした。戦闘による被害は、国の
希望をつなぐ子どもたちの夢を打ち砕き、家族を悲しま
せ、恨みと憎しみを人に植え付けます。戦闘の下では目
に見えない不幸と絶望が堆積していくのです。

第９　アフガニスタンで起こった２０年　～何が平和なのか

日本が新安保法制法を制定するにいたり、運命を一緒に
する米国は、冷静な判断による保証なく常に戦争をする国
です。

戦争をする政府は、軍備をどんどん拡大して民間の人や
物を巻き込み、なんの責任も負いません。戦火の下では、
人々の命や暮らしが犠牲にされていきます。そして、戦争
は始まればそれを終わらせることは至難のことであること
は、本訴訟で意見書を出している半藤一利さんのことば（甲
B45 号証 20 頁「戦争をやめることの難しさ」）です。

そして、「テロは戦争だ」と詭弁を弄し、２０年間戦争
を続けたアフガニスタンは、どうなったのか。９．１１は
約３０００人が死亡２５０００人が負傷したといわれる
が、その報復として行われたアフガン戦争では、国連に
よれば、ここ１０年ほどの間にさえ戦闘により死傷した
民間人が１０万人以上に上ったと報告されています。ま
た、2500 人の米軍兵士が死亡。アメリカのアフガニスタ
ン戦争のコストは総額は約２５０兆円に上りました（ブ
ラウン大学の「戦争のコストプロジェクト（Costs of War 
Project）」が、反政府組織タリバンは、アメリカの撤退か
ら 1 カ月足らずの間に全土を制圧し、アフガン戦争開始当
時のもとの黙阿弥となりました。

他方、アフガニスタンで日本の故中村哲さんが行った活
動は対照的です。

2001 年に始まった灌漑事業は、15 年かけて、砂漠となっ
た土地に約 25km の用水路を建設し、耕地面積約 16,000
ヘクタールの沃土が復活し ( 東京の 1/10 強、東京ドーム
3,400 個分 )、65 万人の農民の生活空間が確保されました。
水を引き、農耕ができると難民が戻り、軍に仕事を求める
こともなくなる。そして、人々が食べられるようになると、
子どもたちが学校に通えるようになり、そして治安が良く
なったのです。そのコストは総工費約 20 億円といわれて
います。同じアフガニスタンで行われた平和への道筋です
が、日本の憲法が定める平和主義がいずれを指向するかは
明らかです。

国の法制度を、最終的に憲法に照らして判断できる権限
は裁判所にあります。

裁判官の皆さんは、日本がこのようなアメリカに追随す
ることを黙して見過ごされるのでしょうか。
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控訴人ら訴訟代理人 弁護士 古川（こがわ）健三

弁論の更新にあたり、当職からは、控訴人らの権利は法
的に保護されなければならないものであること、またそれ
を否定する原判決の不当性について述べる。

第１　原審の述べる 「平和」 概念の捉え方の不当性

原判決は、平和は「理念ないし目的としての抽象的概念」
と述べ、「「これを確保する手段、方法は、常時変化する複
雑な国際情勢に応じて多岐多様にわたり、特定することが
できない」と判示した。原判決の語る特異な「平和」論は、
私たちを驚かせ、また過去の忌まわしい歴史を想起させた。

歴史を振り返れば、過去の全ての戦争には大義名分が
あった。今から 90 年前、1931 年 9 月 18 日の柳条湖事
件に端を発した日中戦争でさえ、日本の主張は自衛のため
の戦争であって、国際連盟の介入は不当であるとして日本
は国際連盟を脱退し、枢軸同盟へ参加、やがて第二次世界
大戦へと突入した。

さらに遡れば、一般市民への無差別大量虐殺を伴う現代
型戦争の始まりである、第一次世界大戦が、「戦争を終わ
らせるための戦争」と呼ばれたことはあまりにも有名であ
る。

平和を確保する手段は多種多様で特定できない、とする
原判決の「平和論」は、軍事的抑止に依存することもまた、

「平和」獲得の手段であることを容認する趣旨とも取れる。
しかし、そのようなまやかしの「平和論」による、「自衛
のための戦争」や「戦争を終わらせるための戦争」が、更
なる報復を呼び、やがては広島長崎の惨劇に至ったことを、
思い起こさざるを得ない。

日本国憲法にいう「平和」は多義的であるのか。それは
断じて否である。日本国憲法前文に「政府の行為によつて
再び戦争の惨禍が起ることのないやうに」決意し、「平和
を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去
しようと努めてゐる国際社会」で名誉ある地位を得たい、
と記述しているところから、憲法のいう「平和」が戦争の
反対概念であることは一義的に明白である。敗戦からわず
か 1 年余りで起草制定された憲法である。そこに書き込ま
れた「平和」は抽象的な理想や目標を掲げたものではなく、
具体的に戦争のない状態の永続を求めていることに、疑う
余地はない。憲法 9 条 1 項が戦争の放棄を明記し、2 項は「前
項の目的を達するため」に戦力不保持を定めるという法文
の構造は明瞭である。憲法が定める平和が戦争の反対概念
であることは一義的に明白であり、その目的達成のために
戦争を放棄し戦力を保持しないとしたものであって、憲法
の求める平和達成のための手段も単純明快で一点の曇りも
ない。このことは、著名な憲法学者である小林武教授が本
件のために作成した意見書 ( 甲 B102）でも明快に語られ
ている。

この日本国憲法の明快な平和主義が先駆となって、国際
人権法の分野においても平和への権利が確立している。こ
の点については原審にすでに多数の論文を提出しているの
で、改めて参照していただきたい（甲 B ５の 9（上田勝美
論文）、B5 の 10（浦部法穂論文）、B5 の 11（建石真公子
論文）、B ５の 14（辻村みよ子論文）等）。

平和的生存権の権利性を肯定する 2008 年 4 月 17 日の
名古屋高等裁判所判決、「平和的生存権が全ての基本的人
権の基底的権利」であり不法行為法における被侵害利益と
しての適格性があると判示した 2009 年 2 月 24 日の岡山
地方裁判所判決は、国際人権法の潮流に沿っており、理論

的に正当である。
平和は抽象的であって、獲得の手段は特定できない、な

どという原判決の姿勢は、国際人権法の潮流と憲法学の進
展に逆行し、歴史の針を戻すものであると言わざるを得な
い。

私たちは、平和のうちに生きる権利は、憲法が明示的に
定めた基本的人権であり、人が人らしく生きるための基底
的な権利であることを、強調する。

第２　新安保法制が控訴人らにもたらしている人格権、

平穏生活権に対する脅威は、 極めて具体的なものと

して現実化し、 迫りつつあること。

原審は、「口頭弁論終結時において、我が国が他国から
武力行使の対象とされているものとは認められず、客観的
な意味で、原告らの主張する戦争やテロ攻撃のおそれが切
迫し、原告らの生命・身体の安全が侵害される具体的な危
険が発生したものとは認め難い」として人格権侵害を否定
した。原判決のいう「我が国が他国から武力攻撃の対象と
されている」場合とは、事態対処法 2 条 1 号の「武力攻
撃事態」に他ならない。もしも武力攻撃事態、あるいはそ
れが具体的に予測される「武力攻撃予測事態」になれば、
いわゆる有事として、政府は対処基本方針を定め、自衛隊
による武力の行使や避難指示、生活物資の配分などが行わ
れる。原判決はこのような臨戦態勢が発生した事態でしか
人格権の侵害はあり得ない、としたのは、現実に戦争になっ
て弾が飛んでこない限り人格権の侵害はない、という極め
て非常識な論理である。

実際には、着々と自衛隊と米軍の一体化が進み、日本は
米国が敵と規定する勢力との対峙を余儀なくされている。
半田証人の証言は、最新の米中の対立激化などの情勢を踏
まえつつ、これを明快に語った。直接主義のもと、改めて
次回、半田氏の証言に直接耳を傾けていただきたい。

半田証人が証言した台湾有事の問題について、宮﨑礼壹
元内閣法制局長官も本件に提出した陳述書で言及している
ことを指摘しておきたい。宮崎氏は、中国が台湾の武力統
一に乗り出して米国が攻撃した場合に、日本は新安保法制
のもと、米国から集団的自衛権の発動として参戦を求めら
れるであろうことをすでに述べている（甲 B41、11 ペー
ジ）。宮崎氏が、内閣法制局在任中、断固として集団的自
衛権の容認を阻止してきた理由がそこに記されている。

新安保法制の制定により、日本が米国の戦争に自動的に
組み込まれる事態は、具体的な脅威として控訴人らに迫っ
ている。2021 年 8 月 1 日の新聞報道によれば、日本が戦
争をする可能性がありますか、との問いに対して、戦争の
可能性があるとした回答は 41％となり、前年に比べて 9
ポイントも上昇している（甲 C36 の 1、2）。他方で日本
が戦争をしないとしつつその理由として最も多い回答は、

「憲法 9 条があるから」とするものであったことも注目に
値する。憲法 9 条を骨抜きにして集団的自衛権を容認した
新安保法制が、多くの国民市民に深刻な脅威を与えている
ことが、世論調査から浮き彫りになっている。

控訴人らの具体的な権利侵害の内容を述べた陳述書の
数々に触れる時間はないが、本日の控訴人らの意見陳述が、
その一端を示している。客観的な事実に裏付けられた控訴
人らの語る、平穏な生活への脅威は、決して杞憂ではない。
新安保法制に基づき布陣された日米軍事一体化、すなわち
日本列島全体の米軍基地化と言っても差し支えない客観的
事実が、極めて具体的な脅威として控訴人らの日常のすぐ
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隣に出現した。
人権の砦であるべき司法府がこれに目を瞑っていては、

やがては戦前の司法府が、平和主義者の弾圧に積極的に関
わって、戦争の遂行に加担した過去の過ちを繰り返すこと
になるであろう。

第３　控訴人らの主張を 「憲法解釈等を共通にする国

民一般に広く生じ得る公憤ないし義憤」に過ぎない、
とし、「社会生活上受忍すべき限度」を超えるものでな
い、とした原判決の不当性

原判決が、控訴人らの平穏生活権侵害の主張について、
憲法解釈等を共通にする国民一般に広く生じ得る公憤な
いし義憤」に過ぎないとし、「社会生活上受忍すべき限度」
を超えるものでない、と平穏生活権の主張を単なる主義主
張の問題に矮小化し、「受忍限度」を持ち出したことも見
過ごすことができない。

何度か述べているように、日本全国２２の裁判所で、安
保法制違憲訴訟は提起され、全国で 7000 名を超える人々
が原告となった。全国各地で声を上げた人々は決して主義
主張を共通にしているわけではない。共通しているのは戦
争に反対すること、この国の立憲主義を守ることだけであ
る。それは主義主張や思想信条を超えた、立憲主義の確立
した現代に生きる人間として、ごく当たり前の行動である。
戦争のない社会を願うことは、まさに憲法前文の精神に叶
うことである。憲法を守ろうとしたら、あたかも偏った主
義主張の持ち主であるかのように裁判所から言われるので
は、全く世も末である。

そして、受忍限度論は、何らかの保護されるべき対立利
益がある場合に比較衡量として様々な考慮要素を挙げて用
いられるべき議論であるところ、憲法の破壊が問題である
本件で、保護されるべき利益があろうはずもなく、受忍限
度論を持ち出す場面ではない。

戦争は、最大の人権侵害であり戦争により失われたもの
の回復は不可能である。広島・長崎の被爆者、空襲体験者、
中国大陸や南洋などでの戦争体験者たちは、戦後 76 年経っ
た今日も、十字架のような重い戦争の傷跡を背負って生き
ている。

新安保法制によりもたらされた自衛隊の変容や米軍との
指揮系統の一体化等によって、この国に広く浸透しつつあ
る現実の戦争の脅威、それにより生じている人権侵害が、
法的保護の対象であることには疑いの余地はなく、司法判
断によって救済されなければならない。

控訴人ら訴訟代理人　弁護士　伊藤　真

弁論の更新にあたり、裁判官の職責と裁判所の役割につ
いて述べます。

第１　裁判官の職責

私事で恐縮ですが、私は法律家の養成に４０年ほど携
わっています。近年、任官者が減少していると言われます
が、学生たちにぜひ裁判官になってこの国を救ってほしい
と訴えています。その際に、裁判官ほどすばらしい職業は
ないと話しています。

良心に従って、憲法と法律にしか拘束されることがない。
そして、苦しんでいる原告を、自らの判断で救うことがで
きるし、自らの信念でこの国の憲法秩序を護ることができ
る。事実と論理と言葉で当事者を説得し、権力を正しく行
使することほど魅力的な仕事はない。もちろん、自らの保
身だけを考える木っ端役人のような裁判官に成り下がるこ
ともできるが、一歩先のこの国の司法のあるべき姿を見据
えて、憲法価値を実現し、日本の立憲主義を前に進めるこ
とができる。そして何より、憲法を護ることはこの国を護
ることなのだから、これほど誇りに満ちた仕事も他にない
と話しています。

そうしたすばらしい裁判官の中でも、東京高裁裁判官は
エリート中のエリートです。私のエリートの定義は、「自
己の最善を他者のために尽くしきることができる者」です
が、そのような立場の裁判官には、必然的に司法の威信を
保ち、国民からの司法への信頼を維持する責任があると考
えます。それをこの裁判を通じて実践していただきたいと
考えています。

この全国２５の裁判所で提起された安保法制違憲訴訟に
関して、政府は「どうせ裁判所は新安保法制法について違
憲判断など出せない。そのような胆力のある裁判官などい
ない」と高をくくっているようです。憲法改正をしなけれ
ば実現できないと長年にわたって内閣法制局からも釘を刺
されてきた集団的自衛権行使を容認する法律が制定された
のですから、政府として念願の日米軍事一体化を促進する
ために、集団的自衛権行使の準備行為ともいえる米艦防護
活動や日米軍事共同訓練に精を出しています。裁判所はこ
うした安全保障問題には、明白な違憲性があっても判断す
ることはないはずだと想定して、憲法無視の新安保法制法
の運用を続けています。

率直にいえば、司法がないがしろにされているのであり、
国家権力を相互に抑制し均衡させて国民の権利自由を保障
する三権分立はこの国では機能しえないのだから、何をし
ても許されると政府は確信しているかのようです。すなわ
ち、裁判所を戦前と同じように二流官庁として見下してい
るのだと思います。

私は司法に携わる者として、こうした状況を目の当たり
にして悔しくてなりません。個人的な感情などはどうでも
いいことなのですが、戦前のように裁判所に違憲審査権が
認められておらず、司法省の監督下にあり、独立性も担保
されていなかった時代ならいざ知らず、日本国憲法の下で、
司法権の独立が保障され、裁判官の身分保障も厚くなり、
違憲審査権が認められるようになった現在の裁判所が、政
治部門から軽んじられることに我慢がならないのです。

第２　裁判所による憲法保障　

司法が憲法判断に消極的な理由として、付随的違憲審査
制があげられることがあります。もちろん、何の事件も起



13

こっていないにもかかわらず、裁判所に抽象的な違憲審査
を求めることは、警察予備隊違憲訴訟最高裁判決（昭和
２７年１０月８日大法廷判決）において指摘されていると
おりできません。しかし、今回の事件のように国家賠償請
求訴訟という適法に提起された訴えが係属しているのです
から、付随的違憲審査制であることだけを理由に憲法保障
の責務から免れることはできません。

控訴人らに具体的な権利侵害がないにもかかわらず、憲
法判断をすることは実質的に抽象的違憲審査をすることと
同じだという理由で本件において憲法判断を回避するので
あれば、それは２つの点で誤っています。

まず第 1 に、本件控訴人らには具体的で明確な法律上の
利益ないし権利の侵害があります。この点はすでに述べて
います。

そして、第 2 に、控訴人らに法律上の利益ないし権利の
侵害がない限り、裁判所が憲法判断に踏み込まないという
のであればその姿勢そのものが間違っています。　

法律上の争訟として適法に係属している訴訟において、
必要があれば憲法判断を行うことは何ら許されないことで
はなく、むしろ必要な場合があることは憲法学者のみなら
ず最高裁も認めています。裁判所には憲法保障機能が期待
されているのであり、本件はまさにそうした裁判所による
明確な違憲判断が必要な事案であることを私たちは従来か
ら繰り返し主張してきました。

こうした控訴人らの訴えに真正面から応えることこそ
が、司法の威信を取り戻すために必要なことであると考え
ます。政治部門による憲法破壊が行われないように、これ
を回避するための憲法上の制度がいくつかありますが、事
後的な憲法保障制度として最も重要なものが裁判所の違憲
審査権であることは論を待ちません。政治部門の多数派に
よる憲法破壊は政治部門によっては自己回復できないこと
は自明です。であるからこそ裁判所が違憲審査権を行使し
て憲法秩序を回復しなければなりません。本件のように明
確な違憲立法制定行為を裁判所が黙認するようなことがあ
れば、政治部門による憲法破壊が継続し、この国の憲法秩
序自体が毀損されたまま放置されることになります。

この点に関して、５０年前とは異なり、世界の潮流とし
て、統治行為論などにより司法が政治に口を出さないとい
う時代はとうの昔に過ぎ去りました。今は、アメリカ、イ
ギリス、ドイツ、フランス、どこの国も司法が憲法価値の
擁護者としてしっかりと政治にくさびを打ち込み、そのこ
とが司法への信頼を高めています。

第３　手続的正義の担い手としての裁判所

裁判所が違憲判断を下しても、政治部門がそれに従わな
ければ、司法の威信が失墜すると心配する向きもあるよう
ですが、その心配には及びません。安全保障の問題は、控
訴人らのみならず国民・市民一人ひとりの生命、自由、財
産にとどまらず人生そのものに大きくかかわります。だか
らこそ、憲法は日本の安全保障政策の根本を変更するので
あれば、正規の憲法改正手続を経なければならないとした
のです。今回の集団的自衛権行使容認はこうした国民の意
思を問うべき問題でした。

そのような問題を一内閣と一時期の国会議員の強行採決
によって強引に推し進め、この国のかたちを変えてしまう
ことは、主権者国民の意思をないがしろにするものであり、
手続的に許されるものではありません。仮に集団的自衛権
行使がこの国の安全保障にとって必要であると政治家が今
なお考えるのであれば、裁判所の違憲判決を受けた後に憲

法改正発議を行って、しっかりとした国民的議論の上で決
着をつけるべき問題なのです。

つまり、裁判所の違憲判断は、主権者国民の意思を問う
という正規の民主的手続、適正な手続をとるべきだという
判断に他ならないのであって、こうした手続的正義の実現
は司法の使命であるはずです。あくまでも主権者国民の判
断に委ねるべきだというメッセージを裁判所として出すだ
けなのです。

国の重要な意思決定手続を正常に戻すことは、まさに司
法の役割です。これすら見て見ぬふりをして、政治部門の
暴走を放置するようでは、裁判所に違憲審査権など不要で
す。戦前と同じように民事事件、刑事事件だけを粛々と行っ
ていればよいことになります。

大局的な判断ができずに、多少面倒な事件を無難に処理
することだけで評価されようとすることは、裁判官みずか
らが、司法の影響力を矮小化することを意味します。裁判
官が自らの職責を放棄し、手続的正義の実現の役割すら果
たせないのであれば、そのような仕事しかできない裁判官
がエリートであるはずもありません。自らの保身などでは
なく、将来の日本の司法のあるべき姿に一歩でも近づける
べく全力を傾ける努力をするべきです。西欧諸国がすべて
優れているとは言いませんが、少なくとも立憲主義の担い
手という点において、日本の司法もそして裁判官も西欧諸
国並でありたいものです。

かつて政治は二流だが、経済は一流と言われた時代もあ
りました。両者を支えた優秀な官僚機構も公文書改竄事件、
政治家への忖度などによって、国民が主人であることを忘
れてしまったかのような機能不全を起こしています。こう
した時代だからこそ、司法が手続的な正義を実現するべく、
立憲主義を無視した政治部門の横暴に歯止めをかけなけれ
ばならないのです。

国民の司法への期待も時代によって異なってきます。政
治部門や内閣法制局が適切に機能している時代には、裁判
所が憲法問題について消極的な態度を取ることにも一定の
理由があったのかもしれません。ですが、内閣法制局によ
る実質的な事前審査がこの新安保法制法に関する限りは全
く機能しなくなり、政治部門が憲法を無視して暴走する今
の時代の司法の役割は、明らかにそれとは異なるはずです。
そうした時代状況も踏まえて、的確な判断を下せる裁判官
が真のエリートだと国民から評価されることでしょう。

そもそも現行憲法に一見明白に違反する安全保障政策を
実現するか否かの決定権は、主権者たる国民にあるはずで
す。そしてその意思は個別の選挙における選挙人団の意思
として代表者に託されるべきものではなく、あくまでも憲
法改正手続における国民投票によって直接示されるべきも
のです。この決定的に重要な権限を主権者国民が取り戻せ
るように明確な違憲判断を行うことこそが、憲法価値を擁
護する立憲主義の担い手としての裁判所の使命です。

繰り返します。裁判所が明確な違憲判断を出すことは、
司法が政治に巻き込まれるのではなく、司法の威信を取戻
し、この国の手続的正義を実現し、立憲主義を回復するた
めに、今、国民からもっとも司法権に期待されていること
なのです。本事件においても全国２５の裁判所で提訴され、
７６９９名（提訴時）の原告がこれまで５年以上も訴え続
けている訴訟の本質を矮小化することなく、その意義を十
分に理解した上で弁論を更新していただけるものと信じて
います。
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控訴人　土　田　黎　子

私はもう直ぐ８０歳なのですが　実際に戦争に遭遇した　
もう数少なくなった一市民として　私の出会った戦争につ
いてお話ししたいと思います。

東北の街　仙台で空襲の被害を受けたのは私が３歳８ヶ
月の時だったのですが　その時期の他のことは忘れても　
１９４５年７月９日の夜から明け方のことは覚えているの
です。

焼夷弾が落ちてきて燃え盛る仙台の街中から山の方に一
家で逃げたのですが　赤ん坊だった妹にいつも占領されて
いた母の背中に　その夜はなぜか私が負ぶわれて逃げたこ
と　怖い状況なのにおかしいのですが　母の背中を独占で
きて嬉しかったのを覚えています。妹は叔母に負ぶわれ　
兄は父に手を引かれて　６人でたどり着いた農家で　縁側
に休ませてもらってご馳走になった茶碗一杯の甘酒が　と
ても甘かったのも覚えています。

その夜　24 万発の焼夷弾が仙台の街に落とされ　市街
地・住宅地の２万戸が一晩で焼け野原となり 1400 名が亡
くなったといいます。

陸軍第二師団が近かったので自宅あたりは丸焼けだった
のですが　なぜかうちは焼け残って　そこに焼夷弾直撃で
亡くなられた父の友人の遺体が畳に乗せられて運ばれてき
ました。その畳のヘリに白いウジムシがびっしりとついて
蠢めいていた情景・・・戦争というと　私はこのウジムシ
を思い出します。このようにまったく普通の市民が　ある
晩突然　空から落ちてきた爆弾で一瞬のうち亡くなりまし
た。　

また食糧難で　庭の雑草（スベリヒユやアカザ）を食べ
るほど飢え　手足はガリガリに痩せてお腹だけはぷくんと
膨らんで私は　シリア難民の栄養失調の子どもの写真のよ
うな状態だったと後になって聞かされました。

毎晩空襲警報が鳴り　風呂屋へ行くどころでなく　そこ
へ大量の蚤　虱　蚊が襲ってきて　痒くて痒くて付ける薬
もなく掻きこわして傷だらけ・・・今の時代では　想像も
できないような不衛生そのものの生活を覚えています。

空襲　飢え　不衛生・・・でもそれ以上に苦しかったの
が心の面での孤立の恐怖でした。父はキリスト教の牧師で
した。キリストを唯一の神と信じる父と母にとって　当時
現人神と崇められ　生きながらにして神であった天皇を礼
拝しなければならなかったこの時代は　本当に辛かっただ
ろうと思います。キリスト教会は特高警察の監視が厳しく　
信者は教会から遠ざかり　日曜礼拝には特高警察だけが
出席しているという異常な光景だったということです。地
域の住民からは「耶蘇教の牧師なんか敵性思想にかぶれた
アメリカのスパイだ」といわれ　我が家は地域から完全に
孤立していました。父が取調べのため特高警察から呼び出
され　父が戻ってくるまで母はずっと祈っているというよ
うな　不安で重苦しい空気が　私の幼少期を覆っていまし
た。・・・戦争はほんとうにイヤです・・・

幼少期に戦争で辛い思いをしましたが　敗戦後　日本に
もたらされた憲法で「信教の自由」も規定され父たちは救
われました。私も「外国との紛争は武器ではなく　言葉で
解決する」という９条の精神に守られて　なんとか戦争を
しない国で過ごしてこれました。

ところが 2012 年に「美しい日本を取り戻す」と言って
第二次安倍政権が誕生し
「戦争が廊下の奥に立っていた」みたいな軍事的な空気

が漂いはじめました。私はひじょうに危機感をもち　安倍
政権が目指すものを理解するためには　力及ばずとも日本
の近現代史を学ばなければ（一度も学校で習ったことがな
いものですから）と　主婦仲間 10 人で話し合い　10 年
くらい前に日本の近現代史を学びはじめました。それは今
も続いているのですが　本・資料・DVD・パソコンなどを
頼りに　明治維新はどのように起こったか　明治政府が富
国強兵・侵略に傾いていった経過　どのように戦争が起こ
り　アジア各地の戦場でどのようなことが行われたか・・
など　歴史書・戦記・手記・映画などから　目を覆うよう
な　吐き気をもよおすような戦争の実相も学びました。そ
の時　戦争というのは殺人　強盗　放火　強姦など重犯罪
の塊なんだと感じさせられました。日本軍の戦争犯罪の
犠牲になったアジアの人々は 2000 万人とも言われていま
す。「美しい日本を取り戻す」というフレーズは　少なく
とも近現代史の学びから理解できませんでした。

そして 2015 年 9 月　安保法制が安倍政権によって強行
採決された日　私は終電の時間ギリギリまで国会前で見守
りました。幾多の命を犠牲にした戦争のことを思い　私は
戦争はやめて！と叫びたい思いでした。攻撃されてもいな
い国との戦争に　アメリカと一体化して自衛隊が武器を
持って出て行くということなど　一見して明らかな憲法違
反であることは　小学生でも理解できるのではないでしょ
うか？　　　私たちは決して諦めずに　この憲法違反を問
いつづけます。

畳のヘリにびっしり張りついていたウジムシの話を　つ
い何年か前に２歳年上の兄に話したことがありました。す
ると兄は「あの時は 7 月で暑くて臭いがひどかったから自
分はヤマユリを何度も取りに行って　たくさん摘んできて
遺体の周りに置いた。そして遺体を焼く薪を焼け跡で集め
て運ぶ手伝いをした。そうやってご遺体を焼いたんだ」と
話してくれました。思い出したくもない空襲から７０数年
もたって　はじめて兄弟でそのことを話しあいました。

日本は平和憲法を今こそ生かして　平和を輸出する国で
あってほしい　戦争を実際に見た一人として　そう強く願
うものです。以上です。
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控訴人　新　倉　裕　史

　神奈川県横須賀市に暮らす新倉裕史と申します。73
歳、年金生活者です。横須賀で生まれ、育ち、今に至って
います。父親は米軍基地で働いていました。

　横須賀は、日米の軍事拠点が市街地の中心に存在する、
基地の街です。

　最初の写真は、安針台公園から見た横須賀軍港の様子
です。手前が海上自衛隊の施設｡ 奥が在日米海軍の施設で
す。自衛隊側には護衛艦が 6 隻停泊しています。米軍側は
分かりづらいかもしれませんが、7 隻のイージス艦が停泊
しています。市民生活のすぐとなりに、原子力空母を含む
これら艦船が停泊しています。

　2019 年 5 月に、トランプ大統領と安倍首相が揃って
横須賀に来ました。

　2 枚目の写真は、その時の様子です。空母化が決定し
ているヘリ搭載護衛艦「かが」の艦上で、日米の首脳はこ
う言いました。

　安倍首相「日米同盟は、これまでになく強固なものと
なった。「かが」の艦上に我々が並んで立っていることが
その証だ」

　トランプ大統領「横須賀は、米海軍と同盟国の艦隊が
並んで司令部を置く世界で唯一の港だ」

　日米の首脳の言葉の中に、横須賀基地の軍事的ポジ
ションがよく現れています。横須賀は日米軍事一体化を象
徴する街であり、安保法制後のこの国の軍事化が可視化さ
れている街なのです。

　私は、こうした日米同盟の強化の現場に足を運び、そ
の姿をこの目で確認し、カメラに収めてきました。本日見
ていただいている写真も、そのようにして撮影されたもの
です。

　同時に私は、日米同盟が強化される現場の兵士たちの
声を、ホットラインやアンケート等によって聞く努力を続
けてきたことも、お伝えしたいと思います。

　そんな私の現場感覚に基づいて、すでに発令されてい
る安保法制の問題を取り上げます。「自衛隊法 95 条の 2」
の武器等防護、米艦防護です。

　2017 年 5 月 1 日に、初めての米艦防護が実施されま
した。3 枚目の写真は、ヘリ搭載護衛艦「いずも」に防護
されるために、横須賀にやってきた米補給艦「リチャード・
Ｅ・バード」です。

　武器等防護は防衛大臣の発令だけで実施でき、「運用
指針」（国家安全保障会議決定）で原則非公開とされてい
る軍事行動です。2017 年から昨年 2020 年まで、計 57
回も実施されていますが、そのすべての中身は伏せられた
ままです。一切の内容が非公開です。

　政府関係者は「自衛隊の現場にとって、安保関連法の
肝は米艦防護だ」（朝日新聞、2015.5.2）と言いました。
その「肝」を、国会も社会もチェックもできないままです。

　集団的自衛権の行使にもつながりかねない「武器等防
護」が、その中身を誰も知らないままに、すでに 57 回も
行われていること自体に、恐ろしさを感じます。ここに安
保法制の本質があります。

　4 枚目の写真は、米艦防護を行った後の「いずも」の
動きです。ここにも安保法制後の変化が現れています。「い

ずも」は初めて南シナ海からインド洋を超える長期航海を
行いました。6 月の日米巡航訓練では、米海軍に燃料・食
料を補給しました。岩屋防衛大臣は「戦闘行為発進準備中
の米航空機への補給も可能」と 2019 年 2 月 7 日の参議院
予算委員会で答弁しています。

　集団的自衛権の行使につながりかねないとして、周辺
事態法ではできなかった「発進準備中の航空機への給油や
整備」が、安保関連法（重要影響事態法）によって可能に
なりました。

　最後の写真は 9 月 4 日に横須賀へ入港した英空母「ク
イーン・エリザベス」です。クイーン・エリザベス打撃群（9
隻）はイギリス、アメリカ、オランダの多国籍軍で構成され、
8 月 24 日から 9 月 4 日までの間に、日、米、英、インド、
オランダの 5 カ国と少なくとも 7 回の共同演習を実施し
ています。これが対中国包囲網の一環であることは、随伴
艦の「リッチモンド」が 9 月 26 日に台湾海峡を通過した（朝
日新聞、2021.9.28 夕刊）ことでも裏付けられています。

　安保法制を受けて策定された 2018 防衛大綱では、こ
うした共同演習・海外寄港によって、「平素からプレゼン
スを高め、わが国の意思と能力を示すとともに、こうした
自衛隊の部隊による戦略的コミュニケーションを外交と
一体となって推進する」と、軍事を外交の手段として活用
する方針が打ち出されています。「いずも」の長期航海も、
英空母との共同演習も、軍事を外交手段として活用する「砲
艦外交」の具体化です。

　横須賀は、江戸末期から続く基地の街です。日本の侵
略政策を支えてきました。敗戦によって軍都は大打撃を受
け、人口は半減し、基地の街は戦後復興の方針さえ定まり
ませんでした。この時に生まれたのが「旧軍港都市転換法」
です。旧軍港 4 市の住民投票で生まれた地域特別法は、も
う戦争はこりごりだという基地の街の住民の思いそのもの
でした。市民は、基地の街から平和な街への転換を選び取っ
たのです。

　平和産業港湾都市への努力を、軍転法は今も横須賀市
長や市民に求めています。安保法制はこうした軍都からの
脱却をも願う私たちの生き方を頭から否定するものです。

　アフガニスタン・イラクで始めたアメリカの対テロ戦
争で米兵の戦死者は 7000 人。対テロ戦争を経て自殺した
米兵は 3 万人を超え、戦死者の 4 倍以上と報じられまし
た（朝日新聞、2021.8.24）。時間の問題で詳しく触れる
ことはできませんでしたが、自衛隊の実戦部隊化の中で、
自衛官も同じように苦しんでいます。イラク、インド洋へ
の海外派遣では 53 名の自衛官が自殺しています。

　安保法制は基地の街の住民・自衛官に、これまで以上
の困難を強いるものとして、今私の前にあります。困難の
中には、横須賀が攻撃対象となっているという事実も含ま
れます。横須賀市の「国民保護計画」は、米軍基地が攻撃
対象となりうることを横須賀市の社会的特性だと位置づけ
ています。すでに保護計画に基づいたミサイル攻撃からの
避難訓練も実施されています（神奈川新聞、2018.1.30）。

　安保法制は、私たちの平和な町づくりの権利を現に侵
害し、積み重ねてきた努力を無力化するものです。これが
50 年間基地を見てきた私の結論です。



16

安保法制違憲訴訟の会
http://anpoiken.jp/


